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1 世紀は知識の 時代といわれる 胡 " 科学技術の様々な 分野において ，知識量の増大にともない ，知識と知識の 

関係が体系 ィヒ されず放置されているという 問 が 指摘されており。 これを解決し 蓄積される知識をうまく 活用して 

新たな価値を 生みだすための 穣々 な 取り組み 開始されている。 例えば，ナノテクノロジ 一の分野では ，ナノ材料 

とを目的とした 知識の構造化プラット フ オームの構築が 行われている 翻 " また，社会問題を 解決 

営 していく技術を 構築するため ， 問 体 像を共有するための 知識体系の構築 や ，社会 
的 合意形成を支援するための 技術などの開発が 試みられ 

に 活発な研究開発が 進められるようになった 高レベル放射性廃棄物の 地層処分におい 

の 多様化と量の 激増といつた 他の科学技術分野と 共通の問題が 存在し。 しかも 地 

計画推進 ヒの 特徴から， こうし 究 開発を進めて レ、 く 

る 。 本稿では， 日本原子力研 で 取組んでいる 他 

技術の知識マネジメントの 考え方と，これを 具体化するためのシステムの 基本概念について 紹介する。 

層 処分 計 徴 

高レベル放射性廃菓物とは ，原子力発電所から 取り出された 使用済燃料に 含まれる未利用のウラン そ プルトニウ 

ムを 「再処理 ョ によって回収した 後に残る強い 放射能を持った 廃液 ( 高レベル放射性廃液 ) を，ガラス原料と 混ぜ 

て 高温で加熱しステンレス 容器に入れて 固化したもの ( ガラス固化体 ) であ る。 その 放 

険性は ，時間とともに 放射性崩壊によって 減衰するものの 数万年以上継続するといつた 

日本では，高レベル 放射性廃棄物 ( ガラス固化体 ) を 3 
定 な地層 申 に処分 ( 地層処分 ) することを基本としている 地層処分は。 長期にわたって 安定な地層 ( 天然バリ 

アち と複数の人工バリア ( ガラス固化体，オーバーパック ，緩衝 材 ) を組み合わせた 多重バリアシステムによって ， 

放射性物質を 長期間にわたって 閉じこめ，人間とその 生活環境へ有意な 影響が生じないようにする 方法であ る。 地 

層処分によって 安全を確保する 必要のあ る期間はこれまでに 経験のない極めて 長期間にわたることから ，従来の工 

学システムのように 実際にシステム 全体を動かして 安全性を確認したり 技術的な経験を 積むことができない " この 

ため，長期的な 安全性が信頼に 足るものであ ることについて 社会的な合意を 得ながら，段階を 遣って計画の 推進に 

関する意思決定を 行 う ことが不可欠であ り，一般に事業を 完了するまでに 数十年から百年といった 時間を要すると 

考えられている。 それぞれの意思決定にあ たって は ，その都度。 地層処分の長期的な 安全性を判断するための 村料 

としてセーフティケース ( 地層処分システムが 長期間にわたって 安全であ ることを主張する 論拠 ) が用意され， 地 

層 処分がその段階で 安全なものとして 受け入れることができるかどう ； 、 は セーフティケースの 信頼性に大きく 依存 

ずる。 セーフティケース は ，一義的にば 地層処分事業の 実施主体がその 時点の科学技術に 基づく知識を 統合して作 

成し，安全規制関連機関によってそれが 妥当なものかどうかの 評価が行われるものであ り，このプロセスを 繰り返 

すことによって 処分事業を通じ 信頼性が高められていく。 このため，処分事業が 継続する数十年以上といった 時間 

スケールにわたり ，セーフティケースを 構築するための 地層処分技術に 関する知識を 継続して蓄積していくことが 

求められる。 

こうした要求に 応えるため，原子力機構では 研究開発の推進にあ たり，知識管理の 枠組みを導入することとした " 

その基本となる ナ レッジ。 ヴィジョンとして ，「セーフティケースの 作成に関連する 知識を対象とした 管理範囲の明 

確化と網羅性の 確保」，「ユーザ 一の視点の重視」を 設定し，セーフティケースの 一般概念を視軸とした 知識の構造 

化を行っている " ここで，ユーザーとは ，地層処分事業の 実施主体 ( 原子力発電環境整備機構 ) や安全規制関連機 

関 ( 原子力安全委員会や 原子力安全。 保安院など ) など地層処分計画の 意思決定に関わる 関係者，関心を 有する専 

門家や公衆を 対象としている。 これにより，地層処分の 安全性に対する 信頼性の向上に 向け ， 個々の研究開発成果 
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の 有機的な関係をより 形式化するとともに ，意思決定の 材料としての 適合性に留意しながら 情報の必要十分性を 明 

らかにする。 また， ユーザ 一の役に立つ 知識の創出という 観点から，知識としての 価値を明確にしつつ 管理を行 う 

乗 り ン 際 的な課題 

ま 一つであ る動力炉。 核燃料サイクル 開発事業団によって i 釦 6 年より地層処分の 研 

究 開発を開始している。 茨城県の東海研究開発センタ 一の地層処分基盤研究施設，地層処分放射化学研究施設。 岐 

阜 県の瑞浪 超深 地層研究所 ( 結晶質 岩 ), 北海道の幌 延深 地層研究所 ( 堆積岩 ) といった研究開発インフラを 整備し 
つつ， 深 地層の科学的研究，工学技術の 開発，安全評価手法の 開発と l,@ ぅ 三つの分野を 設定して研究開発を 進め。 

その成果を段階的に 地層処分に関する 包括的な技術報告書として 取りまとめてきた。 これらの研究開発分野には ， 
地質学から原子力工学といった 幅広い学問分野が 関連している。 研究開発の進展に 伴う「情報爆発」の 現象が顕著 

③においてであ る。 第 次 取りまとめは ，サイト や岩 種を特定せずわ 

対象としたジュネリックな 研究開発の集大成であ り，わが国における 

地層処分の成立性に 関する技術的な 信頼性を概括的に 示すとともに ，処分予定地の 選定や安全基準策定の 技術的な 

基盤を提供したものであ る。 これを技術的な 拠り所として 地層 処 めの法律が制定され ， 日本 

計画はジュネリックな 研究開発の段階から 事業段階に移行した。 まとめは，報告書 総 ぺ ー ジ 

ぺ ー ジに及び，その 内容を支える 個々の研究テーマに 関する詳細な や 参考 
膨大な量に上る。 同様にジュネリックな 観点から取りまとめられ ， 1 こ 公表 

ぺ ー ジに比較すればその 差は歴然としている。 第 とめ以降も ， 例えば最新の 地質環境調 

ことにより， 生 データに加え ，ランドサットなど 衛星からのマルチス ク トラル画像といった 情 

地質構造 モヂル の開発やそれを 用いた地下水流動計算の 週程で用いら るすべての情報やデータ 

など，関連する 知識の量および 種類は引き続き 増加の一途を 辿っている 

地層処分技術に 関連する多岐にわたる 知識の適切な 管理にあ たっては められる極めて 長期間の安全 

業の長期性といった 特徴を十分に 考慮に入れ ， 算機 支援による知識べ ー スを含めた新たな 方法に基づく 知識マネ 

ジメントが不可欠と 考えられる。 このような 課 に 対応するために ，近年急速に 進歩している 知識工学的技術 ( オ 

ントロジⅠエージェント。 テキストマイニンバ ，ニューロネットワークなど ) の適用を進めている " 

地層処分に関する 技術の知識基盤を 構築するための 知識管理システムは の 開発，統合，品質管理， 

コミュニケーション ，維持。 記録保存といった 全ての側面を 運営。 管理す 。 このためには ，単に情報 

を 保管，普及するといったツールにとどまらず ， ピ 

報の統合，傾向や 矛盾の認識。 知識生産考への ブイ 

に 対応する能力，ユーザーからの 要件。 要望への 

柔軟な対応， ユーザ 一の利用しやすさなども 考慮 
に 入れて構築する 必要があ る。 知識管理システム 

の 開発にあ たっては，構築される 知識べ ー スが 最 

終 的に地層処分計画に 関する社会的な 意思決定に 

用いられることを 念頭においておくことが 重要で 

あ る。 
このような機能を 満たすために 必要な知識管理 

システムの要素と 構造 図五に示す，知識管理 シ 

ステムの基本機能は ， 造化した知識を 収納する 

知識べース，研究開発セクターやシンクタンクな 
どの知識創造，ユーザーとのコミュニケーション ， 

知識管理全体をマネジメントする テ レッジ。 オフ 

ィス ，インターネット ( ウェブ ) を介した国外の 
知識べ ー ス と のインターフェースから 構成される， 

図 i 知識管理システムの 主要な要素と 構造 
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また，地層処分基 を 通じて得られる 他 研究開発 関 の成果を統合することも 機能として 考 
慮している。 研究開発によって 生産される知識は ，知識べ ー スに蓄積され ，コミュニケーション 機能を介して ，想 

定される全てのユーザーが 利用可能となるようにする。 知識べ ー スを実際に利用することによって 示されるユーザ 

一 からの要件や 要望 @ こ 沿 う よ う 研究開発が行われ ，その成果が 新たに知識べ ー スに蓄積される。 このように，知識 

管理システムは ，共 の プラット フ オームとしての 知識べ ー スを ニーザ一 が利用し，また ， ニーザ 一の要件。 要望 

を 反映することなど   よ り，セーフティケースの 作成とその妥当性に 関する技術的評価，地層処分に 関する国民的 

解 および社会的信頼性の 同上に貢献し ，段階的な社会的意思決定を 支援する。 

発 

知識の構造化を 行 う ための効果的な 方法 けユーザ 一の要件に関係づけることであ る。 地層処分技術に 関連するこ 

うした要件には ，法律や安全規制，地域の 要求といった 政治社会的な 側面に関するものや 人工バリアの 設計に関わ 

る 詳細なレベルの 術 的要件など，様々なものが 含まれる " 要件管理が実施されていれば ，明らかにされる 要件 @ こ 

即してほぼ自動的 知識べ ー スを構造化することが 可能であ るが，事業実施主体や 安全規制機関などのユーザー @ こ 

よって要件に 関する検討が 進められつつあ る現段階においては。 知 の 構造化を行 う 視点。 としてセーフティケース 
の 一般概念を用いることが 合理的であ り有効と考え れる。 セーフティケースについては 0 

般 的な構成要素 ( 図 係 が示されている 。 セーフティケースに 

係 するいく っ もの要素が含まれており ，これらの要素にほそれぞれに 関係して 7 業の集合が含まれている。 

関連する知識は ，セーフティケースの 構成要素にしたがってより 下位の知識 へ し 分類される⑨ 8 丁 ) 。 

相互関係はその 内容によって 様々 
このような関係性は ，セーフティ 

ケースがどのように 作成されるかに 依存して，また 知識 

の時間的変遷に 伴って変化する。 このため， これら知識 

の 関係性を緩やかな 表現によって 包括的に示すととも に ，動態的変化に 柔軟に対応することが 可能になる ょ つ @ 

知識工学的手法を 活用しながら 関連づけを行 う ことが 

有効であ る " 

このよ 引 こ構造化された 知識 ( 図 3 ㈹は，セーフテ 

  ケースの論証構造 ( 図 3 上 ) と関連づけが 行われる。 

造を構成する 種々の「主張 ( あ るいは要件 ) 」と 

これらを支持するために 必要な論拠との 関係を検討す 

ることにより ，現在不足している 知識を明らかにし 今後 

の 研究開発の方向性を 探る ぅ えで有益な指針を 与える 

ことが可能であ る。 地層処分計画が 進む過程で生ずる セ 

一 フティケースの 論証構造と必要な 知識の時間的な 変 

化 を扱う う えでは，構造化した 知識が再利用可能とな ワ る よ - 論証構造自体をテンプレート 化しておくこと 

が 便利であ る。 

一方，実施主体や 親制機関などの ユーザ 一の利用目 

的や利便性に 留意しっ っ ，構造化された 知識を「 デ一 

タ ( べース ) 」や「ドキュメント ( べース ) 」を基本と 

して保管するとともに ，「ソフトウェア」，「経験。 ノウ 

ハウ」， 「統合 ィ 比した知識」，「ガイダンス」，「プレセ ン 

テーション素材」といつた 類型 ( 表 1) に変換し ，併 

せて知識べ ー スに格納する。 

知識の類型の 一 つ であ るガイダンスに は ，上述した 

セーフティケースの 論証構造 ( 図 3 上 ) などを含める 

ことができる。 これは，地層処分事業実施主体や 安全 
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闘牙セーフティケースの 構成要素 [8] 
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安全 の論証構造に 基づく知識 

0 階 的要素化 
図 3 地層処分のセーフティケースに 基づく知 

識の構造化の 概念 



表 1 利用形態の観点から 類型化された 知識べ ー スの構成要素 

何桁モデル / コード 

規制機関などが 行 う セーフティケースの 作成やその 

するといった 観点から重要な 知識 

一ザ 一の要件。 要望に留意しなが 

ら。 これらに対応する 具体的な課 
めの作業の支援，性能評価および 処分場の設計 とリ 

ンクした サイト調査計画策定支援，性能評価や 処分 

場の設計支援など ， ユーザ 一の利用という 視点にた 

った汎用的知識を 同様にオントロジ 一などの手法で 

構築し，ガイダンスとして 蓄積することが 有効であ 

ると考えられる。 さらに。 情報検索機能として 自然 
言語処理技術を 用いたテキストマイニンバやデータ 
マイ =- ング，ニューラルネットワーク 技術などを用 

いた機械学習などの 機能をもたせることによって ， 

ユーザーが活用しやすい ，かっ自律的な 知 ス 

を 構築する。 

め 

原子力機構では ，セーフティケースの 一般概念に示さ た 構成要素に基づいて 地層処分技術に 関連する多様かっ 

大量な情報を 知識として構造化し ，ユーザ 一の要件。 要望に応じて 提供するとともに ，新たな知識の 創造や知識 み 

承などの機能を 備えた次世代型の 知識管理システムの 開発を進めている。 

管理システムのプロトタイプを 開発しこれを 公開する計画であ る。 特に，社会 

ユーザーとの 対話を進めながら 要件。 要望を的確に 把握しっ っ 。 システムの 設 

計 ，構築，試行を 実施する。 また，地層処分基盤研究開発調整会議を 通じた研究開発の 調整や協力の 枠組みの 下 。 

他の関連研究開発機関の 成果も知識べ ー スに取り込んでいくことによって ，地層処分研究開発の 中核的機関として 

の役割を果たすこととしている。 
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